様式第７号（第６条関係）
認定こども園の認定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　申　請　者　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日付けで申請の＜施設名＞は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第３条第　項に掲げる要件に適合している旨認定します。

	施設の名称及び所在地
	

	 eq \o\ad(認定こども園の名称,　　　　　　　　　　)
	


様式第８号（第６条関係）
 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　印
認定こども園の認定に係る協議書
　次の施設について、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「法」という。）第3条第　項の認定を行うことについて、同条第6項の規定に基づき、協議します。
	 eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(施設の概要,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(設置者,　　　　　　)
	

	
	代表者の氏名
	

	
	施設の所在地
	


添付書類
　法第4条第1項各号に掲げる事項を記載した書類
様式第９号（第６条関係）
認定こども園の不認定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　申　請　者　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日付けで申請の＜施設名＞は、次の理由により就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第３条第　項に掲げる要件に適合している旨の認定はできません。

	施設の名称及び所在地
	


	 eq \o\ad(認定を行わない理由,　　　　　　　　　　)
	


　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日（福岡県知事に対して審査請求をした場合は、当該審査請求に対する福岡県知事の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に福岡県を被告として（訴訟において福岡県を代表する者は、福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもできます。
様式第１０号（第６条関係）
認定こども園の認定取消通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　施　設　設　置　者　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日　号で認定の＜施設名＞は、次の理由により、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第７条第１項に基づき認定こども園の認定を取り消します。

	施設の名称及び所在地
	

	 eq \o\ad(認定こども園の名称,　　　　　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(認定を取り消す理由,　　　　　　　　　　)
	


　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日（福岡県知事に対して審査請求をした場合は、当該審査請求に対する福岡県知事の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に福岡県を被告として（訴訟において福岡県を代表する者は、福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもできます。
様式第１１号（第６条関係）
 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　印
認定こども園の認定（取消し）に係る協議書
　次の施設について、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第3条第　項の認定（第7条第1項の認定の取消し）を行うことについて、同法第8条第1項の規定に基づき、協議します。
	 eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(施設の概要,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(設置者,　　　　　　)
	

	
	代表者の氏名
	

	
	施設の所在地
	

	認定の取消しを行おうとする
理由
	


添付書類
　１　認定申請書（写）
　２　監査調書（写）
· 添付書類は、認定・認定取消しを行う場合に必要な書類を添付すること。
様式第１２号（第６条関係）
幼保連携型認定こども園の設置（廃止・休止・設置者の変更）

認可通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　申　請　者　殿

（設　置　者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日付けで申請の＜施設名＞の設置（廃止・休止・設置者の変更）について、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第17条第1項及び第2項の規定に基づき、認可したので通知します。
	施設の名称及び所在地
	

	設置者
	

	設置（廃止・休止・設置者の変更）年月日（期間）
	


様式第１３号（第６条関係）
 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　殿
印
幼保連携型認定こども園の認可に係る協議書
　次の施設について、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第１７条第1項の認可を行うことについて、同条第　　項の規定に基づき、協議します。
	 eq \o\ad(施設名,　　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(施設の概要,　　　　　　　)
	 eq \o\ad(設置者,　　　　　　)
	

	
	代表者の氏名
	

	
	施設の所在地
	


添付書類
※設置の認可の場合　

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成26年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第2号。以下「規則」という。）第15条第1項各号に掲げる事項を記載した書類

※廃止又休止の認可の場合

　　規則第17条に掲げる事項を記載した書類

※設置者の変更の認可の場合

　　規則第18条に掲げる事項を記載した書類

様式第１４号（第６条関係）
幼保連携型認定こども園の設置不認可通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　申　請　者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日付けで申請の＜施設名＞は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第１７条第７項の規定に基づき、下記のとおり認可をしない旨通知します。
記
	施設の名称及び所在地
	

	認可を行わない理由
	


　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日（福岡県知事に対して審査請求をした場合は、当該審査請求に対する福岡県知事の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に福岡県を被告として（訴訟において福岡県を代表する者は、福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもできます。
様式第１５号（第６条関係）
幼保連携型認定こども園の設置認可取消通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(文書番号,　　　　　　　　　　　)　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　設　置　者　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福　岡　県　知　事　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　年　月　日付けで認可した＜施設名＞は、下記の理由により、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２２条第１項の規定に基づき、幼保連携型認定こども園の設置の認可を取り消します。
	施設の名称及び所在地
	

	認可を取り消す理由
	


　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日（福岡県知事に対して審査請求をした場合は、当該審査請求に対する福岡県知事の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して6か月以内に福岡県を被告として（訴訟において福岡県を代表する者は、福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもできます。






